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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは「健全な企業活動を通じ、社会・地球の持続可能な発展への貢献をはかる」ことをＣＳＲ基本理念として、経営環境の変化に迅速
に対応できる組織体制と公正且つ透明性のある経営システムを構築・維持することで、株主の皆様はもとより、常に広く社会から信頼されることを
心がけて企業運営しております。

　また、これまで長らく愛知製鋼グループの企業文化として浸透・実践を図ってきた「１Ｓ文化」を広く包含する形で、新たにグローバル全社員の行
動規範・普遍的な価値観を取りまとめ、平成３０年１月、『伝承』・『感謝』・『創造』を基軸とする『Ａｉｃｈｉ　Ｗａｙ』を制定、グループ全役員・社員全員へ
の浸透を図るとともに、一人ひとりが着実に実践することで、一層の経営基盤強化を推し進め、品格ある企業集団となることを目指しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、各原則について、すべて実施しているものと判断しております。

　引き続き、コーポレートガバナンスの充実に向け、継続的な取組みを進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

１．政策保有に関する方針

　事業戦略や将来の関係等を総合的に勘案したうえで、中長期的な視点に立ち、企業価値を向上させるために有効と認められる場合のみ、政策
保有株式を保有しております。

　個別の政策保有上場株式につきましては、社内運営要領に従い、毎年、保有目的、保有に伴う便益やリスクを定性、定量両面から評価し、当社
の中期経営計画の達成に資するかという観点から保有の適否を取締役会が検証しております。検証の結果、保有が適当でないと判断したものに
ついては、売却等の意思決定をしております。

２．議決権行使の基準

　定型的・短期的な基準で画一的に賛否を判断するのではなく、投資先企業の経営方針・事業戦略等を十分尊重したうえで、業績、ガバナンスの
状況、当社利益との相反ならびに当社持分の変動や希釈化をもたらす資本政策の有無について確認のうえ、個々の議案ごとに判断を行います。

【原則1-7．関連当事者間の取引】

　当社が当社役員と取引を行う場合、取締役会規程に基づき、当該取引につき重要な事実を取締役会に上程し決議を要することとしております。
当社が主要株主等と取引を行う場合、所定の決裁基準に基づき承認のうえ、その内容は有価証券報告書にて開示しております。

【原則2-6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は企業年金基金がアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう理事長には管理部門の役員等を配置するとともに、経理部門お
よび人事部門の部門長等、社内有識者で構成した資産運用委員会で運用機関の選任・評価等、モニタリング活動を実施しております。加えて、運
用に関わる役職員の各種研修会等への参加による人材育成や外部コンサルティング会社から運用機関評価や資産運用に関する助言を受けるこ
とで専門性を高めております。

　資産運用については資産運用委員会および理事会での審議を踏まえ、受益者代表としての労働組合幹部で半数を構成する代議員会で決定す
ることで、企業年金の受益者と会社の間に生じ得る利益相反について適切に管理しております。

【原則3-1．情報開示の充実】

(i)会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社は持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、将来の社会/事業環境の変化などを見据え中期経営計画を策定、開示しておりま
す。

　なお、経営理念、中期経営計画は当社ウェブサイト（https://www.aichi-steel.co.jp)に掲載しております。

(ii)当社グループは「健全な企業活動を通じ、社会・地球の持続可能な発展への貢献をはかる」ことをＣＳＲ基本理念として、経営環境の変化に迅
速に対応できる組織体制と公正且つ透明性のある経営システムを構築・維持することで、株主の皆様はもとより、常に広く社会から信頼されること
を心がけて企業運営しております。

　また、これまで長らく愛知製鋼グループの企業文化として浸透・実践を図ってきた「１Ｓ文化」を広く包含する形で、新たにグローバル全社員の行
動規範・普遍的な価値観を取りまとめ、平成３０年１月、『伝承』・『感謝』・『創造』を基軸とする『Ａｉｃｈｉ　Ｗａｙ』を制定、グループ全役員・社員全員へ
の浸透を図るとともに、一人ひとりが着実に実践することで、一層の経営基盤強化を推し進め、品格ある企業集団となることを目指しております。

(ⅲ)経営陣幹部・取締役の報酬決定

　月額報酬と賞与により構成されております。会社業績との連動性を確保し、職責と成果を反映した体系としております。特に賞与は各期の連結
営業利益をベースとし、配当、従業員の賞与水準、他社動向および中長期業績や過去の支給実績などを総合的に勘案しております。社外取締
役・社外監査役は独立した立場で経営の監視・監督機能を担う役割のため、賞与の支給はありません。

　経営陣幹部、取締役の報酬については過半数を独立社外取締役で構成し、独立社外取締役を委員長とする役員報酬・人事案策定委員会で審
議、取締役会に答申しております。取締役会では同委員会の答申を踏まえ決定しております。



(iv)経営陣幹部選解任、取締役・監査役候補指名

　経営陣幹部の選定および取締役・監査役候補の指名にあたっては、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に向け、企業理念に基づく経営を
高いレベルで実践できる人物とし、的確かつ迅速な意思決定が図れるよう、多様性、経験・能力・専門性のバランス、適材適所の観点より総合的
に検討しております。

　当社は過半数を独立社外取締役で構成し、委員長を独立社外取締役とする任意の役員報酬・人事案策定委員会を設置しております。

　同委員会では経営陣幹部の選解任と取締役候補者、監査役候補者の指名について、適宜かつ定期的に経験・知識、業績等を評価のうえ審議、
取締役会に答申しております。

取締役会では同委員会の答申を踏まえ、経営陣幹部の選解任、取締役・監査役候補者の指名を決定しております。なお、監査役候補者について
は、事前に監査役会の同意を得ております。

(v)個々の選解任・指名についての説明

　役員については個々の選解任理由を株主総会参考書類等にて開示しております。取締役候補・監査役候補の経歴等について、株主総会参考
書類に記載しております。

【補充原則4-1-1　取締役会の決定事項等】

　取締役会は法令または定款で定められた事項のほか取締役会規程に定めた経営に係わる重要事項の意思決定を行うとともに、経営陣の業務
執行の監督を行っております。経営陣は業務の規模や性質に応じて取締役会が定めた委任の範囲に基き経営・執行にあたっております。

【原則4-9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　独立性の判断基準は、証券取引所が定める有価証券上場規程施行規則を参考としておりますが、選定の際には、経歴・知見・人格など様々な
要素を総合的に勘案し、最も相応しい方に候補者となっていただくようにしております。

【補充原則4-11-1　取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社は取締役の選任にあたり的確・迅速な意思決定と適切なリスク管理が行えるよう、会社の各機能と各事業部門をカバーできるバランスを考
慮しながら適材適所の観点より総合的に検討しております。当社は社外役員の選任にあたり独立性については証券取引所が定める有価証券上
場規程施行規則を参考とし、かつ知識、経験および能力を総合評価したうえ、経営に対する監督ができる人物を選任しております。

【補充原則4-11-2　取締役及び監査役の他の上場会社の役員兼任状況】

　当社役員が当社以外の上場会社の役員兼務をする場合は、その数は合理的な範囲内に留めるよう努めております。

　事業報告および株主総会参考書類において、各取締役、監査役の他の上場会社を含む重要な兼職状況を開示しております。

【補充原則4-11-3　取締役会の実効性についての分析・評価】

取締役会全体の実効性の評価：

（実施内容）

１．取締役会規程に基づき原則１回/月開催しております。

　　重要案件を漏れなく上程し、適宜適切に審議・決議しております。

２．取締役会の審議に先立ち、取締役会構成メンバーが経営会議等の会議体で予め議論を行い、課題やリスクを明確にしております。

３．重要案件については事前に社外取締役、社外監査役に内容の説明を行い、取締役会で活発かつ円滑な討議ができるよう環境を整えておりま
す。

４．経営状況につき定期的に報告を受け、適切なリスク管理、業務執行の監視を実施しております。

（評価）

　当社では社外取締役・監査役を含む取締役会構成メンバー全員にアンケートを行い、その評価結果を取締役会に報告しました。

＜アンケート結果＞

・現在の取締役会の構成・運営・審議・業務執行の監督は概ね適切であり、取締役会全体の実効性は確保されていることを確認致しました。

その一方で中長期経営戦略等、重要案件の早期提案・審議時間確保による討議活性化・議論深耕ならびに社外役員への情報提供の拡充等、検
討すべき課題を認識しました。

　　今後はアンケートの中で認識した課題も含め、社会環境の変化に応じ、更なる実効性の向上に努めてまいります。

【補充原則4-14-2　取締役及び監査役に対するトレーニングの方針】

【方針】

　会社は取締役・監査役として求められる役割と責務を十分果たしうる人物を選任し、その就任後も取締役・監査役としての必要な知識の習得と、
役割、責務の理解促進に努めます。

【内容】

　会社法および時々の情勢に適した内容で社外の専門家による講習会を定期的に実施し、また社外セミナー・交流会等への参加の機会を設けて
おります。

【原則5-1．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は株主との建設的な対話に関する方針に基づき、株主・投資家の皆様との対話に積極的に取り組み、相互理解の促進に努めております。

(i)株主との対話は経理担当役員が統括し、決算説明会や個別面談などの取組みを通じて建設的な対話を促進しております。

(ii)総合企画・広報・経理等のＩＲ活動に関わる社内関係部門は説明会の実施や開示資料作成などを通じて必要な情報の共有等、相互に連携をし
ながら業務を進めております。

(ⅲ)個別面談以外の対話の手段として、定期的に機関投資家向け決算説明会、個人投資家向け会社説明会を開催したり、工場見学会を適宜実
施する等、内容の充実を図っております。

(iv)株主との対話を通じて把握したご意見・情報につきましては、必要に応じ、経理担当役員を通じて取締役会・役員会議体等へフィードバックいた
します。

(v)決算日翌日から決算発表前の期間は、サイレント期間とし株主・投資家の皆様との対話を制限させていただいております。またインサイダー情
報管理を徹底するために社内規程に基づき必要な措置をとっております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

トヨタ自動車株式会社 4,715,780 23.71

新日鐵住金株式会社 1,531,420 7.70

株式会社豊田自動織機 1,360,487 6.84

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 618,000 3.11

第一生命保険株式会社 525,000 2.64

株式会社三井住友銀行 491,578 2.47

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 474,255 2.38

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 472,200 2.37

東和不動産株式会社 461,700 2.32

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 326,500 1.64

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

親会社および上場子会社は有していません。その他特別な事情はありません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 鉄鋼

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

親会社および上場子会社は有していません。その他特別な事情はありません。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

安井香一 他の会社の出身者 ○

新居勇子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

安井香一 ○

当社の取引先である東邦瓦斯株式会社
の取締役会長であり、事業者として通常
のガスの需給取引がありますが、一般株
主と利益相反が生じるおそれがないと判
断しております。

中部地区の中核企業である東邦瓦斯株式会社
において、営業部門の要職を経て企業経営者
として活躍されることで培われた豊富な経験と
幅広い見識および優れた人格と高い倫理性を
有しており、また、その独立した立場および他
業種出身という異なった視点から、当社経営に
対して有益なご意見やご指摘を戴けることで、
コーポレート・ガバナンスの強化に資すると判
断したため。



新居勇子 ○ ―――

グローバルに事業を展開する全日本空輸株式
会社およびANAセールス株式会社において、
営業部門の要職として活躍されることで培われ
た豊富な経験と幅広い見識および優れた人格
と高い倫理性を有しており、また、その独立した
立場および他業種出身という異なった視点か
ら、当社経営に対して有益なご意見やご指摘を
いただけることで、コーポレート・ガバナンスの
強化に資すると判断したため。

指名委員会又は報酬委員会に相当する

任意の委員会の有無
あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員報酬・人事案策
定委員会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員報酬・人事案策
定委員会

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

　役員報酬・人事案策定委員会は、指名委員会と報酬委員会に相当する任意の委員会を兼ねております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は会計監査人から、期初に監査計画、期中に監査実施状況、期末に監査結果の報告を受け、意見交換を行っております。また監査役
は、会計監査人が行う往査・監査講評などに、必要に応じて立会しております。

　当社は、内部監査機能を強化するために監査室を置いており、監査役は、監査室の内部監査結果について、定期的に報告を受けております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

豊田　鐵郎 他の会社の出身者 △ △ ○

小平　信因 他の会社の出身者 △ △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役



e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

豊田　鐵郎 　

平成３年６月まで、当社の第１位の株主で
ありかつ主要な取引先であるトヨタ自動車
株式会社の使用人でした。当社は同社と
の間で、当社製品等の取引を行っており
ますが、これらの取引は定型的な取引で
あります。

当社の第３位の株主である株式会社豊田
自動織機の取締役会長（代表取締役）で
あり、当社は同社との間で、当社製品等
の取引を行っておりますが、これらの取引
は定型的な取引であり、本人との取引は
ありません。

グローバルに事業を展開する会社の経営者と
して活躍されており、その経営者としての豊富
な経験と幅広い見識を当社の監査に反映して
いただくため。

小平　信因 　

平成29年６月まで、当社の第１位の株主
でありかつ主要な取引先であるトヨタ自動
車株式会社の取締役でした。当社は同社
との間で、当社製品等の取引を行っており
ますが、これらの取引は定型的な取引で
あり、また同氏個人が直接利害関係を有
するものではありません。

経済産業省において要職を歴任され、資源エ
ネルギーや産業政策などの分野での豊富な経
験と幅広い見識を有しており、また、グローバ
ルに事業を展開する民間企業においても、経
営者としての豊富なマネジメント経験も有してお
り、これらの経験と知識を当社の監査に反映し
ていただくため。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

　社外役員の選任にあたり、独立性については証券取引所が定める有価証券上場規程施行規則を参考とし、かつ知識、経験及び能力を総合評
価した上、経営に対する監督ができる人物を選任しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

　当社はストックオプションを、当社の取締役、執行役員、参与（執行役員に準じた業務執行者）および従業員（部長級）に対し、経営幹部としての
業績向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的として採用しておりましたが、現在は付与を見合わせております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明



取締役の報酬等の額

支給人数11名 支給額 482百万円（基本報酬371百万円、賞与111百万円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　基本報酬については、株主総会において決議いただいた限度額（取締役：月額40百万円以内、監査役：月額10百万円以内）の範囲でそれぞれ
支給するものとし、その額は、役員報酬・人事案策定委員会にて審議のうえ、取締役会に答申し、取締役会で決議します。

　さらに賞与を支給をする場合には、それぞれ株主総会で決議いただいた上で実施しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役には、取締役会の上程議案について担当部門から事前に説明を行います。

　社外監査役には、取締役会前に、常勤監査役が社外監査役へ議案の説明を行っております。また、取締役から独立した組織（監査役付）を設
け、専任スタッフを配置し、社外監査役を含めた監査役の監査活動を補佐しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

重要な団体のトップに就任するにあたり会社の肩書きを必要とする場合、または会社が必要とする技術・技能を持った技術専門職で事業展開上
必要と認める場合などの業務ニーズで必要な場合のみ相談役・顧問を委嘱しております。

　また、毎年評価を行い、その必要性を判断しています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役会は、毎月定例取締役会を開催するほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を
決定するとともに、代表取締役の職務の執行を監督しております。また、社外取締役が、その独立した立場から経営に対する意見および指摘を
行っており、社外取締役の監督機能を通して、客観的な視点からも、取締役会の意思決定および取締役の職務執行の適法性・妥当性を確保して
います。

　意思決定の迅速化および業務執行機能の強化を目的として、執行役員制度を採用しております。

　経営陣幹部・取締役の報酬並びに取締役・監査役候補の指名及び執行役員の選解任については社外取締役が過半数を占める「役員報酬・人
事案策定委員会」にて審議、取締役会へ答申のうえ、取締役会で決議しております。

　また、取締役、執行役員及び参与をメンバーとする経営会議を原則月２回開催し、経営の基本方針・重要課題、各事業分野や各機能の重要課
題を確認する体制を構築しております。

　更に平成29年４月１日からは、当社主要製品である鋼材、鍛造品、電磁品を基軸とした製品軸でのバーチャル会社である「カンパニー」と、カン
パニーの事業運営を支える機能軸として３つの本部からなる「コーポレートオフィス」、また安全・品質・監査機能を「トップ直轄」に据え、組織体系を
大きく変更し、リーダーシップの更なる発揮、連結における各事業企画力・推進力強化、重点機能の一層の強化及び仕事の進め方を変革すること
での社員の一層の成長と業務執行能力の向上、などを強力に進めております。

　なお、各カンパニーにそれぞれ「プレジデント」を、コーポレートオフィスには「本部長」を配置し、責任・権限の委譲を進めるとともに、更なる意思
決定の迅速化を図っており、各事業における企画・実行力は着実に高まっております。

　当社は監査役会制度を採用しております。常勤監査役は取締役の職務の執行状況を日常的にモニタリングして、職務執行の適法性・適正性を
監査するとともに、必要に応じ内部監査機能を持つ部門からも報告を受け、内部統制システムの整備状況を監査しております。社外監査役は取
締役会・監査役会への出席及び常勤監査役から監査状況の報告を聴取して、独立した立場から取締役の職務の執行を監査しております。

　会計監査人にはPwCあらた有限責任監査法人を選任し、正しい経営情報を提供するなど、公正な立場から監査が実施される環境を整備してお
ります。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は中嶋康博および氏原亜由美であり、会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士９名、そ
の他15名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

上記のとおり、経営監督体制が充分に整い、機能しているとの認識から、当社は現状の体制を採用しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定期日より早いタイミングでの発送に努めております。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主の方々にご出席いただけるよう、集中日を回避して定時株主総会を開催し
ております。

電磁的方法による議決権の行使
株主名簿管理人が運営するシステムを利用し、インターネットによる議決権行使ができる
ようにしております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを利用し、機関
投資家の皆様が十分な検討時間を確保できるようにしております。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知（要約）の英文を作成し、当社ウェブサイトに掲載しております。

その他 招集通知（和文とその英訳版）を、発送日前に当社ウェブサイトに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
証券会社主催の説明会を開催し、決算内容及び中期経営計画の説明を行っ
ております。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回（第2四半期・期末時）、アナリスト・機関投資家向けに決算説明会を開催

し、決算内容及び中期経営計画の説明を行っております。
あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、有価証券報告書、（事業）報告書、中期経営計画、愛知製鋼レポー
ト（ＣＳＲ・財務・環境に関する報告書）を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経理部を問い合わせ先としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、経営理念に「国際的視野に立ち、活力に溢れ、信頼される企業体質をもとに、魅
力ある商品を提供することによって社会に貢献する。」と定め、オープンでフェアなコミニュ
ケーションにより、各ステークホルダーから「信頼」されることと、「魅力ある商品を提供す
る」ことを大切にしております。

　役員に「役員行動の手引き」を、社員に「企業行動指針ガイドブック」を配布し、「持続可能
な社会の創造に向けて自主的に行動する」ことを指導しております。

　また、これまで長らく愛知製鋼グループの企業文化として浸透・実践を図ってきた「１Ｓ文
化」を広く包含する形で、新たにグローバル全社員の行動規範・普遍的な価値観を取りまと
め、平成３０年１月、『伝承』・『感謝』・『創造』を基軸とする『Ａｉｃｈｉ　Ｗａｙ』を制定、グループ
全役員・社員全員への浸透を図るとともに、一人ひとりが着実に実践することで、一層の経
営基盤強化を推し進め、品格ある企業集団となることを目指しております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社は、ＣＳＲ中期計画に基づく環境保全活動、社会貢献活動、コンプライアンス活動、リ
スクマネジメント活動等のＣＳＲ活動を積極的に推進しております。

1)環境保全活動

　ＩＳＯ14001を取得しており、環境排出基準を遵守するとともに、「2020環境取組みプラン」
に基づく地球温暖化防止活動、グリーン調達や、エコロジー製品「鉄力あぐり」の製造・販
売などを実施しております。

2)社会貢献活動

　会社施設の地域への開放、地域社会と連携した住みよい街づくり活動やボランティア活
動および非営利団体への寄附・支援を実施しております。

3)コンプライアンス活動

　コンプライアンス連絡会の定期開催、コンプライアンスに関する社内教育・コンプライアン
ス情報の社内周知の徹底などを実施しております。

4)リスクマネジメント活動

　予測される大地震への対応や情報セキュリティ、個人情報保護の徹底を実施しておりま
す。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は企業行動指針に、「広く社会に企業情報を積極的かつ公正に開示する」と定めて
おります。　

　法令にもとづき有価証券報告書等を作成・開示するほか、自主的に「愛知製鋼レポート」
を作成し、様々なステークホルダーに開示しています。 また、担当役員を議長とする情報

開示事前検討会を設け、適宜、適切、正確に企業情報を開示する体制を整えております。

その他

　当社役員（取締役・監査役）への女性登用は、10名中１名（取締役）です。また、当社の管
理職に占める女性割合は1.3％（2018年3月度末）です。

　当社の女性活躍推進のための行動計画については、当社ウェブサイト
（https://www.aichi-steel.co.jp/）に掲載しております。

　また、「もっといい会社」を目指した活動の一環として、社員が心身ともにイキイキと働くた
め、幅広く様々な健康づくり活動を地道に継続して実施しており、このような取り組みが評
価され「健康経営優良法人２０１８(ホワイト５００)」に認定されました。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（基本的な考え方）

　当社は会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社および当社グループの業務の適正を確保するために必要な体制を整備し、
コンプライアンス・リスクマネジントの徹底、職務の効率性確保、グループ管理体制および監査役に関する事項につき、適正な運用に努め、毎年そ
の運用状況を確認し、体制のさらなる充実をめざします。

（整備の状況）

　業務執行部門においては、業務分掌規程・決裁基準等に基づき執行部門の役割責任を明確にして、有効かつ効率的な業務の執行を行っており
ます。あわせて、法令遵守、経理、安全衛生、環境、品質保証等に関する内部監査機能を持つ部門が、執行部門の業務の適法性・適正性を監査
する体制を整備しております。

　当社は、以下の基本方針（平成30年4月度取締役会決議）に基づき、内部統制システムを整備しております。

(取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制)

　企業倫理規程及び愛知製鋼グループ企業行動指針を策定・周知し、社員への教育・啓蒙等により法令違反を予防し、また法令違反が生じた場
合に適切に対処することができるよう、経営会議他及び法令遵守責任者を中心とした法令遵守体制を構築いたします。総務部、監査役及び社外
弁護士を窓口とした内部通報制度を設け、法令違反を未然に防止し、社内の自浄作用を活性化させます。また、監査室は、全社の法令遵守状況
を監査し、定期的に取締役社長に報告いたします。

（取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制）

　取締役会規程及び文書管理規程を策定・周知し、議事録・決裁書類その他の重要な文書の保存及び管理が適切に行われるよう、情報保存管
理体制を構築いたします。

(損失の危険の管理に関する規程その他の体制)

　危機管理規程及びリスクの態様に応じた各種規程を策定・周知し、会社にとって重大なリスクが発生し、または予見される際に、機敏かつ的確に
対応し、健全な企業活動を維持することができるよう、経営会議他を中心としたリスク管理体制を構築いたします。

(取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制)

　取締役会が決議した中長期及び年次の経営計画をもとに部門長は方針を具体化し、職務執行の効率性を確保します。取締役は、経営計画に基
づき、執行役員を指揮監督するとともに、機動的な意思決定を行います。執行役員は、取締役の指揮監督に基づき、機動的に業務執行を行いま
す。

(企業集団における業務の適正を確保するための体制)

・子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

　子会社の経営上の重要事項は、子会社管理規程に基づき、適時に報告を受けます。

・子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　子会社管理規程に定める「子会社の異常時緊急報告ルール」に従い、適時に報告を受け、子会社に対して重大なリスクが発生または予見され
る際に、機敏かつ的確に対応し、健全な企業活動を維持することができるようにいたします。

・子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　子会社社長との会議、会合等を定期的に開催し、グループ方針の周知、徹底を図るとともに、経営課題への取組状況を確認し、業務の適正を確
保するための必要な助言、支援を行います。また、当社の取締役、執行役員、参与および監査役が、子会社の取締役、監査役に就任し、子会社
の業務執行を監査、監視いたします。

・子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　子会社における業務の適正を目的として、子会社全てに適用する「愛知製鋼グループ企業行動指針」を定め、教育、啓蒙等により法令違反の予
防を実施いたします。また、愛知製鋼グループ全体として、内部通報制度を設け、法令違反を未然に防止し、グループ全体の自浄作用を活性化さ
せます。

　監査室は、愛知製鋼グループ全体の法令遵守状況を監査し、定期的に取締役社長に報告いたします。

(監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する
事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項)

　監査役の職務を補助するため、監査役会直属の専任の使用人を配置します。当該使用人に関する人事異動、昇格・降格、人事考課は、事前に
監査役会または常勤監査役の同意を得ます。当該使用人は必要とする会議に出席し、社内各部門・子会社は当該使用人の調査・情報収集に協
力いたします。

（取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制）

　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実または法令・定款に違反する事実を発見したときは、直ちに監査役に報告いたします。
また、取締役、執行役員、参与及び使用人は、監査役の求めに応じて適時、業務の報告を行います。

　監査役は、取締役会のほか経営会議その他の重要な会議に出席します。また、りん議書は、閲覧のため監査役に回付します。

（子会社の取締役等から報告を受けた者が監査役に報告するための体制）

　子会社管理規程に定める「子会社の異常時緊急報告ルール」に従い、主管部署または業務担当部署は子会社から適時報告を受け、社内「エス
カレーションルール」に基づき、監査役は当該部署から適時報告を受けます。

（監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制）

　企業倫理規程に基づく内部通報制度と同等に、通報者が報告したことにより不利益な扱いを受けないよう運用いたします。

（監査役の職務執行について生じる監査費用の前払い又は償還の手続きその他の監査費用の処理に係る方針）

　通常の監査に必要な費用は監査計画に基づき半期毎に予算化し、請求に基づき、前払いまたは実費の支払いを実施いたします。監査費用が



追加的に発生した場合または発生が予想される場合、監査役は速やかに費用を経理部に請求し、経理部は前払い又は実費の支払いを実施いた
します。

（その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制）

　監査役は、取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を行います。また監査室との連携を密にし、適時報告を受けます。

　上記に定める体制の運用状況の概要につきましては、毎年度レビューを実施しており、平成29年度におきましては、コンプライアンス、リスク管
理、職務効率性、企業集団および監査役に関する体制ならびに仕組みの整備およびそれを踏まえた運用は概ね適切に行われていることを確認し
ております。

　なお、個別の運用状況の概要につきましては、以下のとおりです。

（コンプライアンス）

　コンプライアンス意識・感度の向上を図るべく、各種勉強会や研修等を行い、役員・従業員に対して周知を図っております。また、内部通報制度を
適切に運用し、自浄作用の向上に努めております。

（リスク管理）

　危機管理規程に定めるエスカレーションルールにより重要情報の早期吸い上げを実施しております。

　また、知多工場で発生した爆発事故を受け、全社の活動として、ステップアッププランを推し進め、再発防止と各機能向上に努めております。

（職務効率性）

　経営計画に基づき各カンパニー・本部および各部門の方針を策定・実行しております。

　経営計画の進捗および業務執行の重要案件について、適宜取締役会および経営会議に諮り、 監督・指導を行っております。

　（企業集団）

　子会社管理規程に基づき、主管部署による子会社支援を実施しております。

　（監査役）

　監査役専任スタッフを置き、監査役会での取締役による報告や定期開催の主要部門に対するヒヤリングにて、適切に監査役への報告を実施し
ております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

(1)基本的考え方

　当社は、市民社会の秩序や安全に影響を与える団体および個人には、毅然とした態度で臨み、決して関係しない。

(2)整備状況

　1)当社は、「役員行動の手引き」および「企業行動指針ガイドブック」に上記の考え方および反社会的勢力・民事介入暴力への対応を記載し、役
員・従業員に周知している。

　2)当社は、反社会的勢力との対応部門を特定し、平素から情報収集・一元管理を行うとともに、弁護士・警察などの外部機関等との連携に努め、
事案発生時には組織として速やかに対処する体制を構築している。

　3)また、反社会的勢力との対応部門は、反社会的勢力から接触があった場合の対応の要領・事例を社内に周知し、被害予防をはかっている。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．適時開示に係る当社の基本姿勢

　当社は、上場会社として企業活動に関して迅速かつ正確な情報開示を行う責務を負っていることを認識しております。そのため、積極的かつタイ
ムリーな情報開示とその充実に努め、社会から一層信頼される会社を目指し、TDnet登録、資料投函による適時開示を実施しております。

　当社では、適時開示に係る開示体制および社内管理体制を充実させ、有効に機能する環境を整備しております。

　第一に全ての重要な経営情報は、取締役会へ適切に付議・報告されております。また、業務分掌と部署の役割を明確にし、各部署が適切に業
務を遂行する体制を整備しております。

　加えて、常勤監査役が業務執行状況を日常的にモニタリングし、各部署における内部管理体制の適切性・有効性を検証しており、重要な事項に
ついては取締役会へ報告する体制を整備しております。

２．適時開示に係る当社の社内体制の状況

　当社では、企画創生本部長を情報取扱責任者とし、収集される情報の網羅性・適切性・迅速性が確保されるための社内体制の整備に努めてお
り、具体的な開示にあたっては、東京証券取引所の適時開示規則に従い、以下のとおり区分して進めております。

（１）決定事実

　決定事実に関しては、業務規程に定めた手続きに従い、代表取締役または情報取扱責任者の決裁を得て迅速に開示しております。

　なお、開示内容は、情報取扱責任者および本社、技術、営業、製造等の各機能責任者が、すべての決定事実について確認・精査し、開示にあ
たっては、関係部署（または子会社）責任者とともに内容を検討し、もれなく、適時、正確な開示をはかっております。

（２）発生事実

　発生事実に関しては、業務規程に定めた手続きに従い、代表取締役または対策本部等実行組織責任者の決裁を得て迅速に開示しております。

　なお、開示内容は、対策本部等実行組織が、収集された情報を確認・検討し、もれなく、適時・正確な開示をはかっております。

（３）決算情報

　経理、法務担当部門および子会社は、法令等で必要とされる開示情報を把握し、関係部署に必要となる情報の提供を依頼するとともに、提出さ
れた情報を分析し開示の内容を決定しております。また、開示される情報の正確性を確保するため、会計監査人であるPwCあらた有限責任監査
法人から会計処理に関する助言・指導および監査を受けております。決算情報の開示にあたっては、開示される情報とともに開示を検討した重要
な項目についてその内容および根拠を取締役会に付議し、開示内容および方法の承認を得ております。

　また、すでに開示した決算情報のうち、業績予想の修正の必要が認められる場合は、経理部門から直ちに取締役会に付議し、取締役会による
開示内容および方法の審議・承認を得た後、迅速に開示しております。
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